
株式会社インフォネット

31

第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 6,160,000

計 6,160,000

② 【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(2024年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2024年６月28日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 2,038,418 2,039,118
東京証券取引所
グロース市場

単元株式数は100株であります。

計 2,038,418 2,039,118 ― ―

(注) 提出日現在の発行数には、2024年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は、含まれておりません。

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

決議年月日 2018年３月１日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社取締役 ５
当社監査役 ２
当社従業員 66

新株予約権の数(個) ※
17,650[17,450]
(注)１

新株予約権の目的となる株式の種類、内
容及び数(株) ※

普通株式 61,775[61,075]
(注)１．２

新株予約権の行使時の払込金額(円) ※ 572(注)２．３

新株予約権の行使期間 ※ 2020年３月２日～2028年３月１日

新株予約権の行使により株式を発行する
場合の株式の発行価格及び資本組入額
(円) ※

発行価格 572
資本組入額 286
(注)２

新株予約権の行使の条件 ※ (注)４

新株予約権の譲渡に関する事項 ※ (注)５

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項 ※

(注)６

※ 当事業年度の末日（2024年３月31日）における内容を記載しております。当事業年度の末日から提出日の前月末

現在（2024年５月31日）にかけて変更された事項については、提出日の前月末時点における内容を[]内に記載し

ており、その他の事項については当事業年度の末日における内容から変更はありません。

(注) １．新株予約権１個につき目的となる株式数は、当連結会計年度の末日現在は3.5株であります。

なお、新株予約権の割当日後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により付与株式数を調

整、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率
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２．2019年２月14日開催の取締役会決議により、2019年３月９日付で普通株式１株につき3.5株の株式分割を行

っております。これにより「新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数」、「新株予約権の行使時の

払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整さ

れております。

３．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、各新株予約権を行使することにより交付を受けるこ

とができる株式１株当たりの払込金額(以下「行使価額」という。)に当該新株予約権の目的である株式の数

を乗じた金額とする。

行使価額は、金2,000円とする。

なお、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、行使価額は次の算式により調整されるものとし、調整によ

る１円未満の端数は切上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

また、本新株予約権の割当日後、時価を下回る価額で新株を発行する場合又は自己株式を処分する場合(新

株予約権の行使、株式交換による自己株式の移転の場合によるものを除く。)は、次の算式により行使価額

を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たりの払込額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行株式数

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」と読み替えるものとする。

さらに上記のほか、本新株予約権の割当日後、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、その他こ

れらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に行使価額の調整

を行うことができるものとする。

４．新株予約権の行使の条件

(1) 新株予約権発行時において当社取締役又は監査役若しくは従業員であった者は、新株予約権の行使時にお

いて、当社又は当社子会社の取締役又は監査役若しくは従業員の地位にあることを要す。ただし、任期満

了による退任、定年退職その他正当な理由がある場合にはこの限りではない。

(2) 新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認めない。

５．新株予約権の取得条項

(1) 当社は、新株予約権の割当を受けた者が(注)４に定める規定により、権利を行使する条件に該当しなくな

った場合には新株予約権を無償で取得することができる。

(2) 当社株主総会及び取締役会において、当社を消滅会社とする合併、当社を分割会社とする吸収分割・新設

分割及び当社が完全子会社となる株式交換又は株式移転を行う場合、当社は無償で本新株予約権を取得す

ることができる。

(3) 当社は、新株予約権者が新株予約権の全部又は一部を放棄した場合は、取締役会が別途定める日に、当該

新株予約権を無償で取得することができる。

６．組織再編に伴う新株予約権の承継

当社が、合併(当社が合併により消滅する場合に限る。)、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転(以

上を総称して以下「組織再編行為」という。)をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点におい

て残存する新株予約権(以下「残存新株予約権」という。)の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、

会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社(以下「再編対象会社」という。)の新株予約

権を以下の条件に沿ってそれぞれ交付する。この場合においては、残存する新株予約権は消滅し、再編対象

会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、本号の取扱いは、本号に定める条件に沿って再編

対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式

交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、(注)１に準じて決定する。

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案の上調整

した再編後の行使価額に上記(注)１に従って決定される当該新株予約権の目的である株式の数を乗じて得

られるものとする。

(5) 新株予約権を行使することができる期間

新株予約権の行使期間に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発

生日のいずれか遅い日から、新株予約権の行使期間に定める新株予約権を行使することができる期間の満

了日までとする。
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(6) 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要するものとする。

(7) 再編対象会社による新株予約権の取得

(注)４に準じて決定する。

(8) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額に準じて決定する。

② 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

③ 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2019年６月24日
(注)１

300,000 1,927,500 205,620 258,620 205,620 238,620

2020年４月１日～
2021年３月31日
(注)２

25,375 1,952,875 7,257 265,877 7,257 245,877

2021年４月１日～
2022年３月31日
(注)２

29,750 1,982,625 9,043 274,920 9,043 254,920

2022年６月６日
(注)３

△32 1,982,593 ― 274,920 ― 254,920

2022年４月１日～
2023年３月31日
(注)２

40,250 2,022,843 10,976 285,897 10,976 265,897

2023年４月１日～
2024年３月31日
(注)２

15,575 2,038,418 4,454 290,351 4,454 270,351

(注) １．2019年６月24日を払込期日とする有償一般募集増資による新株式300,000株(発行価格1,490円、引受価額

1,370.80円、資本組入額685.40円)発行によるものであります。

２．新株予約権の行使による増加であります。

３．自己株式の消却による減少であります。

４．2024年４月１日から2024年５月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が700株、資本

金及び資本準備金がそれぞれ、200千円増加しております。

(5) 【所有者別状況】

2024年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況

(株)
政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数
(人)

― 1 21 21 16 20 1,980 2,059 ―

所有株式数
(単元)

― 43 1,192 10,040 534 70 8,469 20,348 3,618

所有株式数
の割合(％)

― 0.211 5.858 49.341 2.624 0.344 41.620 100.0 ―
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(6) 【大株主の状況】

2024年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社フォーカスキャピタル 東京都世田谷区上用賀３－14－17－303 871 42.74

株式会社パスファインダー 東京都板橋区上板橋２―７―７―701 77 3.77

株式会社３７６ 東京都渋谷区広尾４丁目１－１０－７０９ 38 1.87

松井証券株式会社 東京都千代田区麹町１丁目４番地 36 1.81

槇田 重夫 愛知県豊橋市 34 1.67

楽天証券株式会社 東京都港区南青山２丁目６番21号 20 0.99

大岩 鉱三 愛知県名古屋市東区 19 0.93

若尾 卓郎 千葉県流山市 16 0.79

ＢＮＹ ＧＣＭ ＡＣＣＯＵＮＴ
Ｓ Ｍ ＮＯＭ

１ ＡＮＧＥＬ ＬＡＮＥ， ＬＯＮＤＯＮ，
ＥＣ４Ｒ ３ＡＢ， ＵＮＩＴＥＤ ＫＩ

ＮＧＤＯＭ
15 0.76

株式会社SBI証券 東京都港区六本木１丁目６番１号 14 0.70

計 ― 1,142 56.06

(注)2023年10月17日付にて、株式会社フォーカスキャピタルより株券等の大量保有報告書（変更報告書）が提出されて

おり、「2023年10月16日付で、保有する普通株式100,000株に関して、発行会社及びその子会社の取締役並びに従業

員10名を譲受人とする譲渡予約権を付与する契約を締結した。当該契約上、当該権利は、2024年３月期から2029年

３月期までのいずれかの事業年度の連結純利益が、一定の業績を超えた場合に限り、行使をすることができる。

（行使可能期間は2024年７月１日から2029年10月15日まで。行使価格は１株あたり2,000円。）」との記載がありま

す。

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2024年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

20,348 ―
2,034,800

単元未満株式
普通株式

― ―
3,618

発行済株式総数 2,038,418 ― ―

総株主の議決権 ― 20,348 ―

② 【自己株式等】

該当事項はありません。
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(8) 【役員・従業員株式所有制度の内容】

１．役員・従業員株式所有制度の概要

当社は、従業員の福利厚生の充実、及び従業員の財産形成の一助を目的とし、従業員持株会制度を導入してお

ります。当該制度では、会員となった従業員からの拠出金（毎月、１口1,000円とし、最高50口（50,000円））及

び拠出金に対する当社からの一定（50％）の奨励金を原資として、定期的に市場から当社株式の買付けを行って

おります。

２．役員・従業員等持株会に取得させ、又は売り付ける予定の株式の総数又は総額

特段の定めは設けておりません。

３．役員・従業員株式所有制度による受益権その他の権利を受けることができる者の範囲

当社及び当社の連結子会社の従業員に限定しております。

２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】

該当事項はありません。

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

該当事項はありません。

３ 【配当政策】

当社は、株主の皆様への利益還元を行うことを経営上の重要課題と考えておりますが、現在の事業環境、当社の規

模や成長ステージにおいては、事業拡大のための再投資を行うことが、株主の皆様の将来の利益につながるとの判断

から、当面は配当を実施せず、財務体質の強化や事業拡大のための人材投資等を実施していく方針であります。

なお、当社は会社法第454条第５項に基づき、取締役会決議により毎年９月30日を基準日として中間配当を行うこと

ができる旨を定款に定めております。配当の決定機関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。

４ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの概要】

① コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上のた

め、効率性の優れた透明性の高い経営を実現させ、取締役会の監督のもと、適切な資源配分、意思決定の迅速化、

コンプライアンスの徹底を推進するなど、企業価値を継続的に向上させていくことを目指しております。また、

当社は、株主総会を最高意思決定機関と位置付け、株主が有する権利が十分に確保され、平等性が保たれるよう

に、定款や関連規程の整備、株主総会の運営や議決権行使方法の工夫、資本政策の基本的な方針の情報開示など

に努めております。その他、当社の掲げるＭＩＳＳＩＯＮ・ＶＩＳＩＯＮ・ＶＡＬＵＥを達成するために、経済

的・社会的・環境的側面に配慮しながら事業活動を展開しております。これらの使命を果たすためには、健全な

コーポレート・ガバナンス体制の確立が極めて重要であると強く認識しており、コーポレート・ガバナンスの強

化に努めております。
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② 企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

当社における、企業統治の体制は、監査役会設置会社を採用しており、株主総会のほか、取締役会、監査役会、

内部監査担当、会計監査人を機関として置き、不祥事の早期発見のために、内部通報制度を設けております。ま

た、当社は、経営理念に基づき当社の執行役員会が事業の戦略を立案し、取締役会にて業務執行を監督するとい

う構造をとっております。

これらの体制により、当社のコーポレート・ガバナンスは十分に機能していると判断しております。

ａ 取締役会

当社の取締役会は、取締役７名(うち社外取締役２名)で構成され、当社の業務執行を監督することを通じて、

適切な資源配分、意思決定の迅速化、コンプライアンスの徹底を推進することを責務としており、当社の重要

な業務執行を決定するとともに、取締役の職務の執行を監督する権限を有しております。なお、経営環境の変

化に対する機動性を高めるため、定款の定めるところにより取締役の任期を１年とするとともに、最適な規模

で実効性のある取締役会となるよう、取締役の員数を10名以内とするものとしております。そのほか、社外取

締役としてインターネット業界から２名を招聘し、より広い視野にもとづいた経営意思決定と社外からの経営

監視を可能とする体制作りを推進しております。経営の意思決定を合理的かつ迅速に行う事を目的に毎月１回

の定時取締役会を開催するほか、必要に応じて臨時取締役会を開催しております。

なお、有価証券報告書提出日現在の取締役は以下のとおりであり、小尾一介、八谷賢治は社外取締役であり

ます。

日下部拓也(取締役会議長)、南嶋将人、古宿智、西原中也、江村真人、小尾一介、八谷賢治

ｂ 監査役・監査役会

会社法関連法令に基づく監査役会設置会社制を採用しております。監査役会は、監査役３名(うち社外監査役

３名)で構成され、監査役会及び監査役は、取締役会から独立した機関として、毎期の監査方針・監査計画など

に従い、取締役、内部監査担当、その他の使用人などと意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に

努め、ガバナンスのあり方とその運営状況を監視し、取締役の職務の執行を含む日常的活動の監査を行ってお

ります。社外監査役は、弁護士、公認会計士等であり、それぞれの職業倫理の観点より経営監視を実施してい

ただくこととしております。

監査役は、株主総会や取締役会への出席や、取締役・執行役員・従業員・会計監査人からの報告収受など法

律上の権利行使のほか、常勤監査役は、重要な執行役員会への出席や主要事業所への往査など実効性のあるモ

ニタリングに取り組んでおります。監査役は、毎期監査計画を立案し、監査計画に基づく監査を行うとともに、

毎月１回監査役会を開催するほか、必要に応じて適宜監査役会を開催しております。

なお、有価証券報告書提出日現在の監査役は以下のとおりであり、全員が社外監査役であります。

西川菜緒子(監査役会議長)、高野昭二、横山美帆

ｃ 執行役員会

執行役員会は、取締役執行役員及び執行役員全員をもって構成しており、毎月１回以上開催し、経営方針や

経営計画に関する事項から重要な人事に関する事項までの幅広い審議調整・取締役会へ上程すべき事項の審

議・検討を行っております。

ｄ 内部監査

内部監査は、代表取締役社長直轄の内部監査担当が実施しております。内部監査担当は、年間内部監査計画

に基づき、当社の各部署の業務遂行状況等を監査しており、当該監査の結果については代表取締役社長に報告

し、必要に応じて改善指示を実施しております。監査役会には定期的に情報を共有しております。
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なお、当社の企業統治の体制の模式図は以下のとおりであります。

③ 企業統治に関するその他の事項

ａ 内部統制システムの整備の状況

当社は業務の適正性を確保するための体制として、2018年９月14日の取締役会にて、「内部統制システムの

整備に関する基本方針」を定める決議を、2020年７月13日の取締役会にて、改定する決議を行っており、現在

その基本方針に基づき内部統制システムの運用を行っております。その概要は以下のとおりです。

(ａ)取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

イ 当社では、取締役及び使用人が、コンプライアンス意識をもって、法令、定款、社内規程等に則った職

務執行を行う。

ロ 市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては、弁護士や警察等とも連携して、毅然と

した姿勢で組織的に対応する。

ハ 取締役会は、法令諸規則に基づく適法性及び経営判断に基づく妥当性を満たすよう、業務執行の決定と

取締役の職務の監督を行う。

ニ 監査役は、法令が定める権限を行使し、取締役の職務の執行を監査する。

ホ 社内の通報窓口につながるホットラインを備え、相談や通報の仕組み(以下「公益通報制度」という。)

を構築する。

ヘ 取締役及び使用人の法令違反については、就業規則等に基づき処罰の対象とする。

(ｂ)取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

イ 文書管理規程を定め、重要な会議体の議事録等、取締役の職務の執行に係る情報を含む重要文書(電磁的

記録を含む。)は、当該規程等の定めるところに従い、適切に保存、管理する。

ロ 秘密情報管理規程を定め、情報資産の保護、管理を行う。

(ｃ)損失の危険の管理に関する規程その他の体制

イ 取締役は、当社の事業に伴う様々なリスクを把握し、統合的にリスク管理を行うことの重要性を認識し

た上で、諸リスクの把握、評価及び管理に努める。

ロ 災害、事故、システム障害等の不測の事態に備え、リスクマネジメント体制を構築していく。
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(ｄ)取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

イ 取締役会は、定款及び取締役会規程に基づき運営し、月次で定時開催し、または必要に応じて随時開催

する。

ロ 取締役は、緊密に意見交換を行い、情報共有を図ることにより、効率的、機動的かつ迅速に職務を執行

する。

ハ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するために、組織規程、職務権限規程、業務分掌規

程及び稟議規程を制定する。

(ｅ)使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

イ 職務権限を定めて責任と権限を明確化し、各部門における執行の体制を確立する。

ロ 必要となる各種の決裁制度、社内規程及びマニュアル等を備え、これを周知し、運営する。

ハ 個人情報管理責任者を定め、同責任者を中心とする個人情報保護体制を構築し、運営する。

(ｆ)当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

イ 当社は、子会社の経営の自主独立を尊重しつつ、子会社の経営の適正かつ効率的な運営に資するため、

関係会社管理規程を定めている。

ロ 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正確保の観点から、当社のリスク管理体制、コンプ

ライアンス体制等を子会社にも適用し、必要な子会社への指導、支援を実施する。

ハ 内部監査担当は、業務の適正を確保するための監査を実施し、その適正化を図るために必要な助言を行

う。また、監査結果については、当社の取締役社長に報告する。

ニ 子会社を担当する役員又は担当部署を明確にし必要に応じて適正な指導、管理を行うものとする。

(ｇ)監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項、当該使

用人の取締役からの独立性に関する事項及び当該使用人に対する監査役の指示の実効性の確保に関する体

制

イ 監査役は、監査役の指揮命令に服する使用人(以下、「監査役の補助者」という。)を置くことを取締役

会に対して求めることができる。

ロ 監査役の補助者は、監査役に専属し、他の業務を一切兼務させないこととし、監査役の指揮命令に従い、

監査役監査に必要な情報を収集する。

ハ 監査役の補助者の人事異動、人事評価及び懲戒処分については、監査役の事前の同意を必要とする。

ニ 監査役の補助者は、監査役に同行して、取締役会その他の重要会議、代表取締役や会計監査人との定期

的な意見交換に参加することができる。また、必要に応じて、弁護士、公認会計士等から監査業務に関

する助言を受けることができる。

(ｈ)当社の取締役及び使用人並びに子会社の取締役等が当社の監査役に報告するための体制その他の監査役へ

の報告に対する体制

イ 当社の取締役及び使用人並びに子会社の取締役等は、法定の事項に加え、当社に重大な影響を及ぼすお

それのある事項、重要な会議体で決議された事項、公益通報制度等について、遅滞なく監査役に報告す

る。

ロ 内部監査担当は、監査役に対して内部監査の状況について適宜報告する。

ハ 当社の取締役及び使用人並びに子会社の取締役等は、監査役の求めに応じ、速やかに業務執行の状況等

を報告する。

ニ 監査役は執行役員会及び業務執行に関する重要な会議に出席できるものとする。

(ｉ)監査役に報告した者が報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

内部通報をした者が、内部通報をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを内部通報規程に定

め周知するとともに、通報した者は、自身の異動、人事評価及び懲戒等について、その理由の調査を監査役

に依頼することができるものとする。
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(ｊ)監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費

用又は債務の処理に係る方針に関する事項

当社は、監査役が通常の監査によって生ずる費用の前払いまたは債務の償還を請求した場合は、担当部門

において審議のうえ、その必要性が認められない場合を除き、速やかに処理する。通常の監査費用以外に、

緊急の監査費用、専門家を利用する新たな調査費用が発生する場合においては、監査役は担当の役員に事前

に通知するものとする。

(ｋ)その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

イ 監査役は、定期的に代表取締役と意見交換を行う。また、必要に応じて取締役及び重要な使用人からヒ

アリングを行う。

ロ 監査役は、必要に応じて会計監査人と意見交換を行う。

ハ 監査役は、必要に応じて独自に弁護士及び公認会計士その他の専門家の助力を得ることができる。

ニ 監査役は、定期的に内部監査担当と意見交換を行い、連携の強化を図る。

(ｌ)財務報告の信頼性を確保するための体制

内部統制システムの構築に関する基本方針を定め、財務報告に係る内部統制を整備し、運用を行う。

ｂ リスク管理体制の整備の状況

当社はリスク管理体制を構築し、コンプライアンス違反を防止するために、財務報告リスクマネジメント規

程を整備するとともにその適正な運用に努めております。経営を取り巻く各種リスクについては代表取締役社

長を中心として、各部門責任者がモニタリングし、特に重要なリスク事項については執行役員会にて報告され、

取締役、監査役による協議を行っております。

ｃ 取締役の定数

取締役の定数は10名以内とする旨、定款で定めております。

ｄ 取締役選任の決議要件

当社は取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。また、取締役の選任決議は、累積

投票によらないものとする旨を定款に定めております。

ｅ 株主総会の特別決議要件

当社は会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めてお

ります。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うこ

とを目的とするものであります。

ｆ 取締役会で決議できる株主総会決議事項

(a) 自己株式の取得

当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議をもって、自己の株式を取得できる旨を定款

に定めております。これは経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とするため、市場取引

等により自己の株式を取得することを目的とするものであります。

(b) 中間配当

当社は、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によって毎年９月30日を基準日として、中間

配当を行うことができる旨定款に定めております。これは、株主への機動的な利益還元を可能とするためで

あります。
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ｇ 責任限定契約の内容の概要

当社と取締役（業務執行取締役等であるものを除く）、社外取締役、監査役及び会計監査人は、職務の遂行

にあたり期待される役割を十分に発揮することを目的として、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第

423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。なお、当該責任限定が認められるのは、当該

取締役（業務執行取締役等であるものを除く）、当該社外取締役、当該監査役及び当該会計監査人が責任の原

因となった職務の遂行について善意かつ重大な過失がないときに限られます。

ｈ 役員等賠償責任保険契約の内容の概要

当社は会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者が

会社の役員としての業務につき行った行為（不作為を含む。）に起因して損害賠償請求がなされたことにより、

被保険者が被る損害賠償金や争訟費用等を当該保険契約により補填することとしております。保険料は全額当

社が負担しております。なお、贈収賄などの犯罪行為や意図的に違法行為を行った役員自身の損害等は補填対

象外とすることにより、役員等の職務の執行の適正性が損なわれないように措置を講じております。

④ 最近事業年度における取締役会の活動状況

取締役会は、当社規定の取締役会規程に従い、当社の経営に関する基本方針、重要な業務執行に関する事項、

株主総会の決議により授権された事項の他、法令及び定款に定められた事項を決議し、また法令に定められた事

項及び重要な業務執行状況につき報告を受けます。

当事業年度において当社は取締役会を年17回開催しており、個々の取締役の出席状況については次のとおりで

あります。

氏 名 開催回数 出席回数

日下部 拓也 17回 17回

南嶋 将人 17回 17回

古宿 智 17回 17回

江村 真人 17回 17回

小尾 一介 17回 17回

西原 中也 12回 11回

福本 健二 3回 2回

(注)１．西原中也氏は、2023年６月30日開催の定時株主総会において取締役に就任しておりますので、就任後

に開催された取締役会の出席状況を記載しております。

２．福本健二氏は、2023年５月31日付で取締役を辞任しておりますので、辞任までの期間に開催された取

締役会の出席状況を記載しております。
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(2) 【役員の状況】

① 役員一覧

男性 8名 女性 2名 (役員のうち女性の比率20.0％)

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

代表取締役社長執行役員 日下部 拓也 1981年７月４日

2011年３月 税理士法人トーマツ(現 デロイトト

ーマツ税理士法人) 入所

2011年11月 有限責任監査法人トーマツ 出向

2013年６月 ㈱オルトプラス 入社

2015年４月 高野総合会計事務所 入所

2015年11月 公認会計士登録

2017年４月 ㈱フォーカス 入社

2017年６月 当社取締役管理部長

2021年10月 当社代表取締役社長執行役員（現任）

2022年６月 ㈱アイアクト取締役（現任）

2024年４月 ㈱ブランドデザイン取締役（現任）

(注)３ 2,550

取締役執行役員 南嶋 将人 1981年４月21日

2004年４月 ㈱現代広告社 入社

2006年１月 ㈱ジャパン・アド・クリエイターズ

入社

2008年４月 ㈱視覚デザイン研究所転籍

2011年12月 当社 入社

2012年12月 当社デザイン部長

2016年１月 当社執行役員

2017年10月 当社執行役員制作開発本部長

兼デザイン部長

2018年３月 当社取締役開発本部長

2021年10月 当社取締役執行役員

Project Management & Development

Division 管掌

2023年４月 当社取締役執行役員 品質管理部管掌

2024年４月 ㈱ブランドデザイン取締役（現任）

2024年４月 当社取締役執行役員 メディアプロデ

ュース部 エンジニアリング部 品質

管理部 管掌（現任）

(注)３ ―

取締役執行役員 古宿 智 1976年１月14日

1998年４月 リリカラ㈱ 入社

2002年10月 ㈱セラーテムテクノロジー

事業開発部 マネージャー

2006年５月 ㈱リミックスポイント

事業開発部 マネージャー

2012年５月 日本ワムネット㈱ マーケティング部

商品企画 マネージャー

2020年９月 当社執行役員

2021年４月 ㈱アイアクト取締役（現任）

2021年７月 当社執行役員

Customer Success Division

General Manager

2023年４月 当社執行役員

カスタマーサクセス部/事業推進部

General Manager

2023年６月 当社取締役執行役員 カスタマーサク

セス部 事業推進部 管掌

2024年４月 当社取締役執行役員 カスタマーエク

スペリエンス部 事業推進部 管掌

（現任）

(注)３ ―
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

取締役 西原 中也 1977年11月13日

2000年２月 ㈱毎日コミュニケーションズ（現 ㈱

マイナビ） 入社

2001年６月 浄土真宗本願寺派 得度終了（僧侶）

2001年11月 ㈱インターアクト・クリエイティブ

（現 ㈱アイアクト） 入社

2014年６月 ㈱アイアクト 取締役

制作事業全体管掌

2015年４月 ㈱アイアクト 取締役

事業統括本部長

2016年４月 ㈱アイアクト 取締役

事業開発本部長 新規事業担当

2017年４月 ㈱アイアクト 取締役 CTO

人工知能・コグニティブソリューショ

ン担当

2023年４月 ㈱アイアクト 取締役 CTO

人工知能・コグニティブソリューショ

ン担当 兼 Webコミュニケーション

部担当

2023年６月 当社取締役（現任）

2024年４月 ㈱アイアクト 取締役 CTO

人工知能・コグニティブソリューショ

ン担当（現任）

(注)３ ―

取締役 江村 真人 1971年９月12日

1997年10月 中央監査法人 入所

2005年１月 ㈱リプラス 入社

2005年６月 リプラス・リート・マネジメント㈱

取締役経営管理部長

2007年11月 ㈱キャピタルメディカ（現 ㈱ユカリ

ア） 入社

2009年２月 ㈱フォーカスキャピタルマネジメント

(現 ㈱フォーカス)設立 代表取締役

2016年３月 ㈱キャピタルメディカ（現 ㈱ユカリ

ア）取締役 投資事業本部長

2017年６月 当社取締役(現任)

2020年11月 ㈱フォーカスキャピタル設立

代表取締役(現任)

2022年３月 ㈱フォーカス 取締役

(注)３
881,750

(注)６
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

取締役

(注)１
小尾 一介 1953年12月４日

1977年９月 アルファレコード㈱ 入社

1988年８月 サイトロン・アンド・アート㈱

代表取締役

2000年３月 ㈱ディーエス・インタラクティブ

代表取締役

2002年４月 ㈱デジタルガレージ業務執行役員

2002年７月 ㈱カカクコム取締役

2002年９月 ㈱デジタルガレージ取締役

2003年３月 オービック㈲代表取締役

2003年６月 ㈱アルク取締役

2003年６月 ㈱カカクコム監査役

2005年９月 ㈱DGインキュベーション取締役

2009年７月 グーグル㈱執行役員・本社

Director of Business Development

2012年12月 インモビジャパン㈱社長

2012年12月 Inmobi(Private)Limited

Vice President

2015年10月 Link Asia Capital㈱

代表取締役パートナー(現任)

2016年５月 ㈱Nessa Japan代表取締役

2017年３月 ㈱インバウンドテック

社外監査役(現任)

2017年11月 クロスロケーションズ㈱

代表取締役(現任)

2018年３月 ㈱ファンコミュニケーションズ

社外取締役(現任)

2018年６月 フューチャーベンチャーキャピタル㈱

社外取締役（監査等委員）

2018年６月 当社社外取締役(現任)

2024年４月 BRANU㈱社外取締役(現任)

(注)３
100

(注)７

取締役

（注）1 八谷 賢治 1973年８月11日

1997年４月 ㈱F.D.C.PRODUCTS 入社

2001年１月 ㈱余白 設立 代表取締役社長

（現任）

2015年２月 ㈱ツードッグス 設立

代表取締役COO

2020年10月 ナシュア・ソリューションズ㈱

取締役（現任）

2021年６月 THESTAND㈱ 代表取締役社長（現任）

2022年３月 ㈱イマーシブ 取締役（現任）

2024年６月 当社社外取締役(現任)

(注)３
―

常勤監査役

(注)２
西川 菜緒子 1973年６月14日

2007年６月 公認会計士登録

2007年７月 新日本監査法人（現 EY新日本有限責

任監査法人） 入所

2014年４月 アーンスト・アンド・ヤングLLPシン

ガポール事務所 入所

2016年６月 西川公認会計士事務所 設立（現任）

2020年６月 ㈱アルプス物流 取締役（監査等委

員）(現任)

2024年６月 当社常勤監査役（社外監査役）

（現任）

(注)４ ―
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

監査役

(注)２
高野 昭二 1956年６月29日

1979年４月 リッカー㈱ 入社

1985年９月 ㈱明光商会 入社

1998年10月 中央監査法人 入所

2002年４月 公認会計士登録

2007年７月 新日本監査法人(現 EY新日本有限責

任監査法人) 入所

2016年７月 高野昭二公認会計士事務所開設所長

(現任)

2017年３月 アース製薬㈱社外監査役(現任)

2017年11月 当社社外監査役（現任）

(注)５ 1,400

監査役

(注)２
横山 美帆 1970年６月２日

1993年４月 ㈱カーギルジャパン 入社

2006年12月 Carval Investors Pte.Ltd. 出向

2017年12月 弁護士登録(第一東京弁護士会)

2017年12月 清水謙法律事務所 入所(現任)

2017年12月 ㈱ディア・ライフ社外取締役(現任)

2018年６月 当社社外監査役(現任)

2021年６月 ㈱スターフライヤー社外取締役(2024

年6月から会長、現任)

2022年３月 日本パワーファスニング㈱社外取締役

（監査等委員）(現任)

2022年５月 RPAホールディングス㈱社外取締役

（監査等委員）(現任)

(注)５ ―

計 885,800

(注) １．取締役 小尾一介、八谷賢治は、社外取締役であります。

２．監査役 西川菜緒子、高野昭二及び横山美帆は、社外監査役であります。

３．2024年６月30日開催の定時株主総会終結の時から、選任後１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに

関する定時株主総会終結の時までであります。

４．2024年６月30日開催の定時株主総会終結の時から、選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに

関する定時株主総会終結の時までであります。

５．2022年６月30日開催の定時株主総会終結の時から、選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに

関する定時株主総会終結の時までであります。

６．取締役 江村真人の所有株式数は、同氏が代表を務める株式会社フォーカスキャピタルが所有する株式数を

含んでおります。

７．取締役 小尾一介の所有株式数は、同氏が代表を務めるＬｉｎｋ Ａｓｉａ Ｃａｐｉｔａｌ株式会社が所

有する株式数を含んでおります。

８．当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第３項に定める補欠監査

役１名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。

氏名 生年月日 略歴
所有株式数

（株）

山﨑 貴史 1971年８月７日

1997年10月 中央監査法人 入所

―
2005年10月 山﨑貴史公認会計士事務所開設所長（現任）

2008年３月 プラネックスコミュニケーションズ㈱監査役

2015年６月 監査法人保森会計事務所（現 保森監査法人） 代表社員

2022年７月 保森監査法人 包括代表社員（現任）

② 社外役員の状況

ａ 社外取締役及び社外監査役の員数

当社の社外取締役は２名、社外監査役は３名であります。
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ｂ 社外取締役及び社外監査役と当社との人的関係、資本的関係又は重要な取引関係その他の利害関係

社外取締役の小尾一介は、Ｌｉｎｋ Ａｓｉａ Ｃａｐｉｔａｌ株式会社の代表取締役パートナー、株式会社

インバウンドテックの社外監査役、クロスロケーションズ株式会社の代表取締役、株式会社ファンコミュニケ

ーションズの社外取締役であり、豊富な経営経験及びインターネット業界における深い見識を有し、当社の経

営に貴重な意見を頂ける方として選任しております。なお、Ｌｉｎｋ Ａｓｉａ Ｃａｐｉｔａｌ株式会社をと

おして当社に出資しておりますが、出資額は僅少であります。また、当社からクロスロケーションズ株式会社

に対して6.45％出資しておりますが、マイノリティ出資であり、双方の経営に影響を与える関係にはなく、そ

れ以外に当社との間で人的・資本的関係及び重要な取引関係その他利害関係はありません。また、株式会社イ

ンバウンドテック、株式会社ファンコミュニケーションズにつきましても、当社との間で人的・資本的関係及

び重要な取引関係その他利害関係はありません。

社外取締役の八谷賢治氏は、株式会社余白の代表取締役社長、ＴＨＥＳＴＡＮＤ株式会社の代表取締役社長、

株式会社イマーシブの取締役、ナシュア・ソリューションズ株式会社の取締役であり、豊富な経営経験及びイ

ンターネット業界における深い見識を有し、当社の経営に貴重な意見を頂ける方として選任しております。な

お、同氏と当社との間で人的・資本的関係及び重要な取引関係その他利害関係はありません。

社外監査役の西川菜緒子は、公認会計士として財務及び会計に関する豊富な知識や経験を有していることか

ら、社外監査役として選任しております。同氏は株式会社アルプス物流の取締役（監査等委員）でありますが、

当社との間で人的・資本的関係及び重要な取引関係その他利害関係はありません。

社外監査役の高野昭二は、公認会計士として財務及び会計に関する豊富な知識や経験を有していることから、

社外監査役として選任しております。同氏はアース製薬株式会社の社外監査役でありますが、当社との間で人

的・資本的関係及び重要な取引関係その他利害関係はありません。また、同氏は、前記「(2)[役員の状況]の

「所有株式数」」欄に記載の数の当社株式を保有している以外に、当社との間には記載すべき利害関係はあり

ません。

社外監査役の横山美帆は、弁護士として企業法務に精通し、また過去の投資業界における実務を通じた経験

から専門家としての豊富な経験、法律に関する高い見識等を有していることから、社外監査役として選任して

おります。なお、同氏は株式会社ディア・ライフ、株式会社スターフライヤー、日本パワーファスニング株式

会社及びRPAホールディングス株式会社の社外取締役でありますが、当社との間で人的・資本的関係及び重要な

取引関係その他利害関係はありません。

ｃ 社外取締役及び社外監査役が当社の企業統治において果たす機能・役割、選任状況に関する考え方

当社は経営の意思決定機能と業務執行を管理監督する機能を持つ取締役会を構成する取締役２名を社外取締

役とすると共に、監査役３名全員を社外監査役とすることで経営への監視機能を強化しております。

コーポレート・ガバナンスにおいては、外部からの客観的かつ中立的な経営監視の機能が重要と考えており、

外部からの経営監視機能が十分に機能する体制が整っているため、現状の体制としております。

ｄ 社外取締役及び社外監査役を選任するための独立性に関する基準又は方針の内容

社外取締役及び社外監査役について、独自の独立性判断基準を定めておりませんが、株式会社東京証券取引

所の定める独立役員の独立性の判断基準を参考にしております。経歴や当社との関係を踏まえ、会社法に定め

る要件に該当し、独立性を有していると判断した人物を社外取締役及び社外監査役として選任しております。

③ 社外取締役又は社外監査役による監督又は監査と内部監査、監査役監査及び会計監査との相互連携並びに内部

統制部門との関係

社外取締役は、取締役会に出席し、会社の経営戦略等、会社の重要な事項を協議・決定するとともに、取締役

の業務の執行状況を監督しております。また、内部監査、監査役監査及び会計監査の状況の各種報告を受け、効

率的な経営監督を行っております。

社外監査役は、監査役会において、業務監査の状況、重要会議の内容、閲覧した重要書類等の概要、その他各

監査役の監査の方法・結果について報告を受け協議をするほか、取締役会において、積極的に質疑・意見表明を

行っております。また、内部監査担当から、監査計画及び監査実施状況について報告を受け情報交換を行ってお

ります。さらに、会計監査人から、監査計画、会計監査の実施状況、結果について定期的かつ必要に応じて報告
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を受け、積極的な意見交換・情報交換を行うことで相互の連携を高めております。

監査役、内部監査担当、会計監査人の三者は、定期的な情報交換を通して監査の実効性を高めております。

(3) 【監査の状況】

① 監査役監査の状況

ａ 監査役監査の組織、人員及び手続

当社は監査役会設置会社であり、常勤監査役１名、非常勤監査役２名の３名(うち、女性２名)で構成されてお

り、財務・会計・法務に関する十分な知見を有する者を確保しております。なお、監査役３名は、いずれも社外

監査役であります。監査役は、監査役会で策定した監査計画に基づいて、取締役の職務執行状況等について、計

画的かつ網羅的な監査を実施しております。

ｂ 監査役会及び監査役の活動状況

各監査役は、取締役及び執行役員等から業務執行に関する報告を受け、取締役会その他重要な会議へ出席し意

見を述べております。また、会計監査人とは、定期的な会合において監査計画の説明を受け、監査の実施状況及

び結果の確認を行っております。

当事業年度において当社は監査役会を月１回以上開催しており、個々の監査役の出席状況については次の通り

であります。

氏 名 開催回数 出席回数

吉村 公一 16回 16回

高野 昭二 16回 16回

横山 美帆 16回 16回

(注) 吉村公一氏は、2024年６月28日開催の第22回定時株主総会終結の時をもって退任しております。

監査役会における具体的な検討内容について、監査方針や監査計画等の策定、取締役の職務執行が適正になさ

れているか、内部統制システムの整備・運用状況の監査、監査報告書の作成、会計監査人の選解任又は不再任に

関する事項、会計監査人の報酬等に対する同意等について検討いたしました。また、各監査役による監査結果の

報告を行っております。

常勤監査役は、取締役会のほか執行役員会やその他重要な会議へ出席し意見を述べるとともに、重要書類を閲

覧し、内部監査担当及び会計監査人との情報交換等を実施しております。当社主要事業所への往査を通じて、ま

た連結子会社に対して業務監査を実施しております。なお、監査上の重要議題等について代表取締役との意見交

換を行うとともに、他の監査役と情報の共有及び意思の疎通を図っております。

② 内部監査の状況

当社では、業務の有効性及び効率性を担保することを目的として、当社の定める「内部監査規程」に基づき、

当社グループの組織、制度及び業務が経営方針、法令、定款及び諸規程に準拠し、効率的に運用されているかを

内部監査にて検証、評価し、監査対象となった各部署、関係会社及び内部統制部門に対する助言・指導を行って

おります。当社は、内部監査室等の独立した内部監査組織を設置しておりませんが、代表取締役社長が他の業務

執行部門から独立した内部監査担当者５名（うち１名は内部監査責任者）を内部統制部門である経営管理部の中

から任命し、当該内部監査担当者が経営管理部を除く当社の全部署及び子会社の内部監査を実施しております。

経営管理部に対する内部監査については、代表取締役社長が任命する経営管理部に所属しない者１名が実施する

ことで、相互けん制機能が働く体制を採用しております。

また、内部監査の実効性を確保するため、内部監査計画を取締役会に報告するほか、実施した結果を代表取締

役社長に報告しており、効果的かつ効率的な内部監査を実施するため、常勤監査役と連携を図り、定期的に監査

に関する意見交換や情報共有を行っております。加えて、会計監査人から四半期ごとに監査結果の共有を受ける

とともに、監査上の問題点の有無や課題について、随時、意見交換を行っております。

なお、当社では内部監査担当と常勤監査役が密接に連携をとって業務を行っておりますが、内部監査担当が取

締役会あるいは監査役に直接報告を行う仕組みはありません。
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③ 会計監査の状況

ａ 監査法人の名称

晴磐監査法人

ｂ 継続監査期間

２年間

ｃ 業務を執行した公認会計士

指定社員 業務執行社員 中田 寛

指定社員 業務執行社員 成田 弘

ｄ 監査業務に係る補助者の構成

当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士３名、その他２名であります。

ｅ 監査法人の選定方針と理由

監査役会が晴磐監査法人を会計監査人候補者とした理由は、当社グループの事業規模を踏まえ、会計監査人

としての独立性、専門性、品質管理体制、監査報酬等を総合的に勘案した結果、当社の会計監査人に適任と判

断したためです。

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、株主総会に

提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。

また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査役全員の同

意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集され

る株主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたします。

ｆ 監査役及び監査役会による監査法人の評価

当社の監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人の評価及び選定基準策定に関する監査役等の実

務指針」に基づき、会計監査人を総合的に評価しております。

会計監査人である晴磐監査法人による会計監査は、適正に行われていることを確認しております。

g 監査法人の異動

当社の監査法人は次のとおり異動しております。

第20期（連結・個別） 太陽有限責任監査法人

第21期（連結・個別） 晴磐監査法人

なお、臨時報告書に記載した事項は次のとおりであります。

異動に係る監査公認会計士等の名称

選任する監査公認会計士等の名称

晴磐監査法人

退任する監査公認会計士等の名称

太陽有限責任監査法人

異動の年月日 2022年６月30日（第20回定時株主総会開催日）

退任する監査公認会計士等が監査公認会計士等となった年月日 2019年３月８日

退任する監査公認会計士等が直近３年間に作成した監査報告書等における意見等に関する事項

該当事項はございません。
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異動の決定又は異動に至った理由及び経緯

当社の会計監査人であった太陽有限責任監査法人は、2022年６月30日開催の当社第20回定時株主総会終

結の時をもって任期満了となりました。太陽有限責任監査法人については、会計監査が適切かつ妥当に行

われることを確保する体制を十分に備えているものの、当社グループの事業規模に適した監査対応と監査

報酬水準の相当性を総合的に検討した結果、監査役会は会計監査人を見直すこととしました。

監査役会が晴磐監査法人を会計監査人候補者とした理由は、新しい会計監査人の起用による新たな視点

での監査が期待できることに加えて、当社グループの事業規模を踏まえ、会計監査人としての独立性、専

門性、品質管理体制、監査報酬等を総合的に勘案した結果、同監査法人が適任と判断したためでありま

す。

上記の理由及び経緯に対する意見

退任する監査公認会計士等の意見

特段の意見はない旨の回答を得ております。

監査役会の意見

妥当であると判断しております。

④ 監査報酬の内容等

ａ 監査公認会計士等に対する報酬

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

提出会社 23,000 － 25,400 －

連結子会社 － － － －

計 23,000 － 25,400 －

(注) 当連結会計年度の監査証明業務に基づく報酬の額以外に、前連結会計年度に係る追加報酬として4,000千円があ

ります。

ｂ 監査公認会計士等と同一のネットワークに属する組織に対する報酬(ａを除く）

該当事項はありません。

ｃ その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

該当事項はありません。

ｄ 監査報酬の決定方針

当社は、監査報酬の決定方針は、特に定めておりませんが、監査日数等を勘案し、監査役会の同意のうえ決

定しております。

ｅ 監査役会が会計監査人の報酬等に同意した理由

会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠等を確認・検討した結果、

会計監査人の報酬等の額について同意しております。

(4) 【役員の報酬等】

① 役員報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項

当社は、取締役の個人別報酬等の内容に係る決定方針を定めております。その概要は以下のとおりです。

１ 基本方針

当社の取締役の報酬等は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分に機能するような報酬体

系とし、個々の取締役の報酬の決定に際しては各職責を踏まえた適正な水準とすることを基本方針とする。取締

役の報酬は、固定報酬としての「基本報酬」及び業績連動報酬等（決算賞与）により構成する。
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２ 基本報酬(金銭報酬)の個人別の報酬等の額の決定に関する方針(報酬等を与える時期または条件の決定に関する

方針を含む。)

当社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、役位、職責、在任年数に応じて他社水準、当社の業績、従

業員給与の水準をも考慮しながら、総合的に勘案して決定するものとする。

３ 業績連動報酬等の内容および額または数の算定方法の決定に関する方針

決算賞与は、業績が概ね確定した段階で、その支給の可否及び株主の利益を害することのないような水準とし

て、各取締役の貢献度に応じた業績の評価等を勘案して支給額を決定する。

４ 金銭報酬の額、業績連動報酬等の額の取締役個人別の報酬等の額に対する割合の決定に関する方針

基本報酬と決算賞与の額の割合に関しては、株主と経営者の利益を共有し、企業価値の持続的な向上に寄与す

るために、最も適切な支給割合となることを方針とする。

５ 取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項

個人別の報酬額については取締役会決議にもとづき代表取締役社長がその具体的内容について委任をうけるも

のとし、その権限の内容は、各取締役の基本報酬の額および各取締役の担当事業の業績を踏まえた決算賞与の評

価配分とする。代表取締役社長は、当該権限を適切に行使したことを示すため、社外取締役と協議し、その結果

を取締役会に報告するものとする。

当社の役員報酬等の総額は、2014年３月31日開催の第12回定時株主総会において、取締役の報酬額は年額2億円

以内、監査役の報酬額は年額１億円以内と承認決議されております。

退任した常勤取締役の退職慰労金は、役員退職慰労金規程に基づき算定された額について、株主総会決議によ

って決定いたします。

なお、当連結会計年度に係る取締役の報酬等については、2023年６月30日開催の取締役会において、代表取締

役社長執行役員日下部拓也に個人別の報酬等の具体的な内容の決定を委任する旨の決議を行い、代表取締役社長

執行役員において決定を行っております。代表取締役社長執行役員に委任した理由は、当社全体の業績を俯瞰し

つつ各取締役の担当領域や職責の評価を行うには代表取締役社長執行役員が最も適しているからであります。取

締役会から委任を受けた代表取締役社長執行役員が個人別の報酬等の額を決定するに際しては、報酬水準の妥当

性及び業績評価の透明性を確保する観点から、社外取締役と協議し、その結果を取締役会に報告するものとして

います。

監査役の報酬の決定は、株主総会で定められた報酬限度内において、職務内容と責任に応じて監査役の協議に

より決定しております。
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② 役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額

(千円)

報酬等の種類別の総額(千円) 対象となる
役員の員数

(名)基本報酬
ストック・
オプション

賞与 退職慰労金

取締役
社外取締役を除く。

43,018 44,118 － － △1,099 6

監査役
社外監査役を除く。

－ － － － － －

社外取締役 3,000 3,000 － － － 1

社外監査役 10,500 10,500 － － － 3

(注) 退職慰労金は、当事業年度に計上した役員退職慰労引当金繰入額及び戻入額であります。

③ 役員ごとの報酬等の総額等

報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

(5) 【株式の保有状況】

① 投資株式の区分の基準及び考え方

当社は、保有目的が純投資目的である投資株式と純投資目的以外の目的である投資株式の区分について、株式

の価値の変動による利益や、配当金の受け取り等によっての利益確保を目的としている投資を純投資目的である

投資株式、それ以外の投資を純投資目的以外の目的である投資株式としております。

② 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

a．保有方針及び保有の合理性を検証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証の

内容

当社は、取引先企業との業務提携や協業の展開等による取引の強化を目的とし、将来の採算性や成長性の検

証結果を踏まえ、当社グループの企業価値向上に資すると判断した場合に、当該取引先企業の株式を取得し、

純投資目的以外の目的である投資株式として、中長期的に保有する方針としております。

純投資目的以外の目的である投資株式の取得後は、個別に当該企業との対話、業務提携や協業の展開等にお

ける進捗状況の確認を定期的に行い、当該企業及び当社グループの中長期的な企業価値向上への寄与、経済合

理性や関係強化等の観点から保有効果について検証し、適宜取締役会へ報告しております。

b．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計上額の
合計額（百万円）

非上場株式 1 49

非上場株式以外の株式 ― ―

（当事業年度において株式数が増加した銘柄）

銘柄数
（銘柄）

株式数の増加に係る取得価
額の合計額（百万円）

株式数の増加の理由

非上場株式 1 49
取引関係の維持、強化のた
めの取得

非上場株式以外の株式 ― ― ―

（当事業年度において株式数が減少した銘柄）

該当事項はありません。

③ 保有目的が純投資目的である投資株式

該当事項はありません。
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